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ごあいさつ

このたび、徳島県立農林水産総合技術センター森林林業研究所は、

昭和２８年、林業指導所としての創立以来、幾多の変遷を経ながら、５０

周年の節目を迎えることとなりました。

この間、当研究所は、時代の変化や多様なニーズに対応しながら、

健全な森林の造成や県産材需要拡大等、森林・林業、木材産業に関す

る数多くの研究成果をあげるとともに、林業技術・技能者の養成機関

としても本県林業の振興に貢献することができました。

これもひとえに、長年にわたり研究に携わってこられた方々のたゆ

まぬ努力と、林業者をはじめとする多くの関係者の皆様方のご理解の

賜であり、深く感謝申し上げる次第でございます。

さて、森林は、木材資源としての経済的価値に加えて、近年は、地

球温暖化防止に向けた二酸化炭素吸収源としてもその重要性が見直さ

れております。

本県は、県土の７５％を森林が占める森林県であり、今後、温暖化防

止並びにその豊かな自然環境を活かした世界に誇れる「環境首都とく

しま」の実現のため、更に現下の厳しい経済情勢を打破する「経済再

生とくしま」の実現に向けて、一層の森林整備と川上から川下まで一

体となった林業・木材産業の振興対策を強力に推進して参りたいと考

えております。

最後になりましたが、この度の「五十年のあゆみ」の発刊が、今後

の研究・研修に活かされ、創造性に満ちた技術開発につながり、ひい

ては本県森林・林業、木材産業の振興と県勢の発展につながることを

心より祈念いたしまして、発刊に当たってのご挨拶といたします。

平成１６年３月

徳島県知事

飯 泉 嘉 門



５０周年を迎えて

徳島県立農林水産総合技術センター森林林業研究所の前身である林

業指導所が、昭和２８年秋に現在地に設置されて以来、今年で創立５０周

年を迎えることができました。

顧みますと、昭和４０年には、和食県有林が総合試験林として当所へ

移管されたのを機会として林業試験場に、また、昭和５１年には、林業

実習指導施設の整備に伴い、試験研究と技術・技能の研修という二つ

の機能を持つ林業総合技術センターと改称され、森林・林業、木材産

業などの総合的な試験研究と、多くの林業技術者の養成に果敢に取り

組んでまいりました。

近年、森林に対する県民の要請はますます高度化・多様化する中

で、国においては、平成１１年以降「食料・農業・農村基本法」、「森林・

林業基本法」、「水産基本法」が相継いで制定されるなど、農林水産業

を取り巻く情勢は急速に変化しております。

こうした情勢に伴いまして、平成１３年には、県民生活に密着した新

たな行政課題や、高度化・多様化するニーズに迅速かつ柔軟に対応す

るため、農林水産関係試験研究機関が統合され、「農林水産総合技術

センター森林林業研究所」として、効率的かつ効果的な研究推進を目

指し、新たな第一歩を踏み出したところであります。

当研究所といたしましても、新たな研究課題・技術開発等を通し

て、これらの多様なニーズに応えるとともに、本県森林・林業、木材

産業発展のために、職員一同全力で努力をしていく所存でございま

す。

このたび創立５０周年を迎えるに当たり、これまでの試験研究等の経

過とその成果を取りまとめ、「五十年のあゆみ」として刊行すること

といたしました。この記念誌が、これまでの５０年を振り返るとともに、

今後の本県森林・林業、木材産業の発展に寄与する礎となることを願

ってやみません。

終わりになりましたが、この５０年間、御指導、御協力を賜りました

方々に深く感謝申し上げますとともに、今後とも変わらぬ御支援を賜

りますようお願い申し上げます。

平成１６年３月

徳島県立農林水産
総合技術センター
森林林業研究所所長

重 田 輝 昭



５０年のあゆみ

森林林業研究所全景（平成１５年１月撮影）



本館全景

木材需要開発センター全景 和食試験林全景

樹木園 苗畑・花木園



５０年のあゆみ

平成天皇・皇后両陛下のご視察（平成元年５月２１日）

第４０回全国植樹祭お手まき苗

スギ雄花数の計測 防護資材の耐久性試験



菌床シイタケ栽培試験 マツノザイセンチュウの接種

スギポット大苗試験 徳島すぎ集成材の試作

木製床遮音効果試験 木材需要開発センターの視察風景



５０年のあゆみ

林業架線作業主任者講習 車両系建設機械運転技能講習

フォークリフト運転技能講習 林業就業前研修

森林林業研究発表会 知事巡視



第�章 沿 革



第�章 沿 革

第１節 総 説

１．設立当時の背景

第二次大戦が悲惨な傷跡を残して終結したのは昭和２０年８月であったが、その後の数年間は、食糧難

や精神的な虚脱状態が人々を襲い、混乱が続いた時代である。

昭和２５年頃から、朝鮮動乱を契機にして我が国の経済は、それまでの混乱ないし疲弊の状態から立ち

直り、再建復興の道を歩み始めた。林業の分野においても、昭和２５年に木材の統制が撤廃され、また朝

鮮動乱ブームの影響を受けて木材価格は高い上昇を示すとともに、その好況はその後も続き、他の諸物

価よりもはるかに高い水準を維持した。

一方、戦後の林業政策は、森林資源の充実と国土保全を目標として、昭和２５年には林業普及指導事業

の発足、造林臨時措置法の制定、さらに翌昭和２６年には森林法が抜本的に改正され、森林計画制度が発

足するとともに、森林組合が協同組合として位置づけられるなど、積極的に推進された。

こうした木材価格の上昇や林業政策の積極的な展開によって、森林所有者の造林意欲は高まり、その

後人工造林面積が急激な増加を示すとともに、林業生産所得は飛躍的に増大した。

このような社会経済情勢の変化に伴って、木材の価値が次第に重要視されるようになり、木材の高度

利用や優良材の生産等に対する関心も大きくなってきた。この時期に全国でも有数の林業県であった本

県にも、林業に関する技術の研究と指導の機能を併せ持つ指導研究機関を設置しようという気運が次第

に高まってきた。

２．年 譜

― ２ ―
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第２節 組織の変遷と施設

１．林業指導所の誕生

２９万 ha の民有林を持ち、木工県としても知られる徳島県に、ぜひ林業の指導研究機関が欲しいとい

う林業関係者の強い熱意は昭和２８年になってついに実を結び、６月県議会において林業指導所の設置案

が可決され、２か年計画で、製材と木材加工の研究と指導を主な目的とする指導研究機関が徳島市の旧

徳島連隊射撃場跡に建設されることになった。

その後、昭和２８年１０月２０日には規則第５２号をもって「徳島県林業指導所設置規則」が公布され、秋田

県林業試験場から高橋克巳氏など、木材利用の専門家を招き、同年１１月１日付けで高橋氏は林業指導所

長に任命された。翌年の昭和２９年１１月１５日には敷地面積３．７８ha に、本館、製材工場、人工乾燥室、木

材加工場等の庁舎をはじめ水中貯木場、苗畑、樹木園を含む施設が完成し、高松宮殿下をはじめ、各界

の名士を迎え華々しく開所式が挙行され、ここに総務課、林産課、林業課の３課からなる徳島県林業指

導所が誕生した。

開所当時の建物・施設・機構などは、次のとおりである。

◇位置と面積

○徳島市南庄町５丁目６９（現在地）

○敷地面積 ３．７８ha

◇施 設

�水中貯木場 ４９５�
�製材工場
・４８インチ自動送材車付帯鋸盤 １台

・４２インチローラー送り装置付テーブル帯鋸盤 １台

・３６インチ鉄台円鋸盤 １台

・自動帯鋸目立機 １台

・MC型電動横切円鋸盤 ２台

�人工乾燥室
・インターナル・ファン型３０石入り ２台

�木材加工室
・木工用帯鋸盤 １台

・１８インチMC型横切鋸盤 １台

・２４インチ自動鉋盤 １台

・４４インチ自動鉋削盤 １台

・中型角ノミ盤 １台

・１６インチ万能丸鋸盤 １台

・高速度面取盤 １台

・プレス装置 １式

�作業軌道 ５５０m

�苗畑（試験苗畑） ０．３０ha

�樹木園（６００種植栽） １．００ha（計画）

◇建 物

�庁舎 ５７６� 指導所建物

― ４ ―



�製材工場及び附属建物 ４５５�
�人工乾燥室及び附属建物 ２０３�
�製品倉庫 １６５�
�木材加工室 ３６６�
�その他 １４７�
◇職 員

�技術吏員６名（所長を含む）、事務吏員２名、補
助職員８名、作業員２３名、合計３９名

◇建 設 費

�４０，５６９千円
昭和２９年度において、まず製材、木材乾燥等の林産

部門が活動を開始したが、当時県財政は極度にひっ迫

していたため独立採算性を取らざるを得ず、本来の目

的である研究、指導面を多少犠牲にしてでも林産事業

を軌道に乗せることが急務であった。

ところが、昭和３０年４月に原菊太郎氏が知事に就任

すると、原木を購入し製品にして販売するという林産

部門の運営形態に非常な疑問を持たれ、同年の６月県

議会でその存廃問題が取り上げられる情勢となった。

その後、暫定的に一時国有林材などの委託製材や加

工を行ったが、結局、昭和３１年３月３１日付けで機構の改革が行われ、開所後わずか１年５か月にして林

産部門はすべて廃止されることとなった。この機構改革によって、今まで林政課にあった普及係が当所

に移管されるとともに、組織も総務係、試験研究係、指導係と改められ、以後は林業の試験研究と林業

普及センターとしての二つの大きな役割をはたすことになった。

この時指導係に配置された職員は、専門技術員７名と徳島直轄地域の林業改良指導員１１名で、本県の

普及指導事業の中核となる陣容であった。

この機構改革により指導所の性格は一変したが、林産部門が廃止された関係上、林業部門でこれに代

わる歳入を上げるべきである、という方針が決まり、試験研究係では直ちに県有林、県行造林用苗木や

緑化用苗木、外国松苗木などの生産に着手したが、養苗施設が全くなかったため、苗畑造成から始めな

ければならなかった。しかも、かつての射撃場跡は粘土質の土壌で非常に排水が悪く、満足に苗木養成

ができない状態であったため、昭和３２、３３年度の２か年にわたっ

て荒れ地を開墾し、吉野川の砂質壌土と佐古山の赤色土を厚さ４０

㎝に客土するとともに、排水路、灌水施設などを整備拡充した。

また、昭和３３年度には、裏山の１．４６ha を試験林として購入し、

さらに旧木材乾燥場を利用して種子貯蔵庫も建設された。これら

排水路や灌水施設の整備、苗畑、樹木園の管理作業等はすべて失

業対策事業として行われ、この体制は昭和３８年度まで続いた。

昭和３５年３月３１日の県の機構改革に伴って、指導係は再び本庁

の林業経営課に移管された。このため、指導所の組織は総務、試

験研究の２係となり、人員は２２名に減少したが、一方で歳入予算

を満たすために養成した苗木生産本数は年々増大し、昭和３５年度

木材乾燥室全景

苗畑の客土作業

スラッシュマツ（カリビアマツ）苗畑

― ５ ―



のピーク時には、苗木の売却本数が１５６万本に達した。

しかしながら、こうした苗木養成事業は自然現象に

左右されやすいため、職員の精神的な負担と事務量は

本来の試験研究業務を遙かに上回る相当なものとな

り、このような業務状態は昭和３７年度まで続いた。

一方試験研究に関しては、開所後間もなく林産部門

から林業部門へ方向転換して以来、昭和３７年までの間

は、スラッシュマツの育苗、育種、適地適木調査など

が調査研究の中心課題であった。

スラッシュマツは、昭和２９年４月に、徳島県在住の

オーストラリア人W・A・フィニン氏を通じて輸入さ

れたもので、初めは、もっぱら育苗と育林に関する一

連の試験研究が進められてきたが、昭和３５年頃から、

幼齢時に風に弱いことと寒さに弱いことが指摘され、

以後はこの樹種の適地の範囲を解明することと、いか

にしてこの欠点を克服するかが研究の焦点となった。

そこで、昭和３４年度には、徳島市諏訪山県行造林地（６．２４ha）を試験地として３か年計画でスラッシ

ュマツを造林し、実用開発試験に着手した。一方、昭和３６，３７年度には、新たに板野町で苗畑０．８９ha を

購入し、もっぱらスラッシュマツの育苗に使用してきた。

そのほか、昭和３６年７月には、脇町の岩倉採穂台木園（３．１９ha）が県農務部から移管され、採穂台木

園として育種事業の推進に大きな役割を果たした。

また、昭和３７年３月、食用菌類研究室（６３�）が本
館東側に完成し、その翌年には全国の公立林業試験研

究機関でただ一つといわれる、プログラム式恒温室（３３

�）が設置され、本格的なシイタケ関係の試験研究に
着手した。

昭和３８年７月１日、試験研究機関に対して、直ちに

役立つ技術を求める声が高まってきたことに対し、現

実に即応した試験研究を実施するため、試験研究係を

造林育種係と保護特産係に分け、試験研究組織を強化

した。

２．林業試験場と改称

昭和４０年４月、鷲敷町の和食県有林が総合試験林と

して当所へ移管され、名実ともに林業試験場としてふ

さわしい態勢が整ったのを機会として、昭和４０年６月

１６日付けで徳島県林業試験場と改称し、同時に庶務

係、造林経営科、育種特産科の１係２科制となる機構

改革が行われた。この時、育種、造林経営、土壌、森

林保護、食用菌類の各研究室が設けられ、研究職員は

すべて研究室に配置された。また、この時の総職員数

スラッシュマツ（カリビアマツ）３年生

岩倉採穂台木園

林業指導所組織図

― ６ ―



は１８名（内研究職１１名）で、主な研究事項は次のとお

りであった。

�林木育種試験 �スラッシュマツ育成試験
�特産育成試験 �育苗技術開発試験
�育林生産技術向上に関する試験
�林業病虫害防除試験
昭和４１年度には、神山採種穂園（２．２０ha）が県林業

課から移管され、これにより林業試験場を中心とし

て、岩倉採穂台木園、和食試験林、神山採種穂園を合

わせて６８．７６ha という広大な試験基盤が確立された。

昭和４３年４月、林業後継者対策の一環として、徳島

県農業大学校林業分校が併設され、実科生（修業年限

１年）を対象に、林業に関する実践的な教育指導が開

始された。

昭和４７年４月、試験場の組織に検討が加えられ、庶

務係、造林科、育種科、保護科の１係３科制となり、

新たに次長が置かれ、次長が保護科長を兼務した。

さらに昭和４９年４月、緑化樹の育成、木材加工、シ

イタケ栽培などの技術開発に対する要請の高まりに対

応するため、樹芸科が新設され、１係４科制となった。

一方、昭和４０年に経営管理が当試験場に移管された和食試験林については、総合試験林として効率的

な運営を図るため、各種の実用化試験林を設定して現地試験を集中的に実施するとともに、研修所兼事

務所（５４�）の建設、作業道の開設など施設の整備が昭和４４年度から実施されたほか、ヤマモモやサク
ラ、野生ツツジ、緑化木などの見本林やスギ精英樹採穂園、クロマツ採種園、スギ、ヒノキ等の次代検

定林が相継いで設けられた。

また、林業従事者及び後継者対策の一環として、高度の機械化技術等についての実践的技能と近代的

な林業の経営管理能力を有する者を養成するため、昭和４８年から２か年計画で国補事業を導入し、実習

舎（２７７�）、倉庫兼車庫（３９８�）、運転コース（３，１４４�）、研修用機械等の施設が整備された。

３．林業総合技術センターの発足

林業試験場の本館は、年とともに老朽化が進み、昭和４５年頃から本館の改築が要望されてきたが、昭

和５０年度に本館建設費４７９，４２７千円が認められ、鉄筋

コンクリート４階建、延床面積３，９６０．２�の庁舎が完
成し、昭和５１年７月２０日に落成式が挙行された。

こうして試験場本館の建設や林業技術研修施設の一

連の整備は、昭和４８年度から昭和５０年度にわたり、総

額６０４，９７０千円で行われたが、この施設整備に伴い昭

和５１年４月、従来の林業試験場を徳島県林業総合技術

センターと改称し、研修部門を担当する次長、及び専

門技術員が配置されるとともに研修係が新設され、２

係４科専門技術員制となった。このときの総職員数は

林業試験場正面

林業試験場組織図

本館落成式
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２４名（内研究職１１名）であった。

また、昭和５２年度から２か年計画で、鷲敷町の和食

試験林を対象として「青少年の森」の施設整備事業が

進められ、森林学習館（４１０�）をはじめ、野外学習
展示園（１．５０ha）、実習用苗畑（１００�）、野鳥観察小
屋、昆虫飼育小屋等の施設を利用して、昭和５４年度か

ら小・中・高校生や林業関係者等を対象に、森林、林

業に対する学習の場として積極的な活用を図るなど多

目的な運営を行うこととなった。

昭和５５年４月、国補助成試験の大型プロジェクト研

究等の実施に伴い、研究体制の充実を図るため木材科を新設し、庶務係、造林科、育種科、保護科、木

材科、樹芸科、研修係、専門技術員の２係５科専門技術員制となり、総職員数は２２名（内研究職１１名）

となった。

昭和６２年４月、徳島すぎ等の材料強度の見直しと需要拡大を図るため、木材実大強度測定装置を主な

設備とする実大強度試験棟（３６０�）が開設された。
その後、明石海峡大橋の開通を睨んだ「３０００日の徳島戦略」により県産木造住宅供給システム整備基

本構想が策定されると、木材の需要拡大に関する試験研究の強化を図るため、平成５年４月、従来の木

材科を、主に木材の物理的利用に関する試験研究を行う木材利用科と、主に木材の化学的利用に関する

試験研究を行う木材化工科に分けることを始めとする組織の改編が行われ、庶務係、育林科、保護科、

木材利用科、木材化工科、特産科、企画研修係、専門技術員の２係５科専門技術員制となり、総職員数

も２３名（内研究職１２名）と増加した。

また、平成５年１０月には、県産木造住宅供給システムの整備を技術的に支援し、木造住宅に関する各

種技術開発や性能評価試験を目的とした新技術開発試験棟が新設され、既設の実大強度試験棟を含め、

木材関連企業自らが試験研究のため利用できる開放型の研究施設とした国産材需要開発センター（オー

プンラボラトリー）が開設された。

平成１０年４月、特産科を緑化・特産科とし、環境緑化思想の高まりと多様な特用林産物の試験研究に

対応した。

一方、試験研究の推移をみると、昭和３０年代は前述のとおりであるが、昭和４０年代になると、苗畑関係

では土壌線虫やヒノキの立枯病、森林関係ではスギカミキリ、スギノハダニ、松くい虫などの病害虫被

害が増加し、技術的な対応が迫られてきたため、昭和４２年度には、これら病害虫の防除試験が林木育種

やシイタケに関する研究とともに重点課題に取り上げられた。また、昭和３０年代後半からの林業労働力

の不足と賃金の高騰を反映して、省力技術開発の要請

が高まり、これに対応して林業用除草剤の研究が昭和

３７年に開始され、さらに昭和４０年代の前半には、ポッ

ト造林やスギの直挿し造林に関する研究が行われた。

昭和４０年代の後半になると、森林・林業を取り巻く

諸情勢が大きく変化し、外材主導の木材需給構造とな

り、国産材の振興対策が重要課題となった。これに対

応して、間伐材等小径木の有効利用を検討するため、

昭和４６年には集成材加工試験が、昭和４７年にはスギ間

伐材の材質試験が開始された。

当時のパンフレット

林業総合技術センター組織図
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また、環境問題や都市問題等に対する世論が高まっ

たのもこの頃からで、大気汚染の樹木に与える影響の

調査や、緑化木の山取り試験などが行われている。

昭和５０年代になると、林地の保全や公益的機能の発

揮が期待できる施業方法として非皆伐施業が注目され

るようになり、これに対応して、昭和５３年度から複層

林施業に関する研究が開始された。

また、この時期、行政上、産業上緊急に解決を迫ら

れていた「松の枯損防止新技術」、「食用きのこ類の高

度生産技術」の２課題については昭和５３年度から、「国

産材の多用途利用開発」については昭和５４年度から、

それぞれ国庫助成試験の大型プロジェクト研究で取り

上げ、研究の促進を図った。

その後の、昭和６０年代から平成の間の主な試験研究についてみると、木材関係では、徳島スギの構造

材への利用拡大を図るための実大強度試験、構造材の乾燥技術と内外装材料の高耐久化と高付加価値化

技術の開発、森林保護関係ではスギカミキリの防除技術の開発試験、シカ等の大型野生獣類の効果的な

防除方法の調査研究、特産関係では、シイタケ菌床栽培技術の試験等の、技術開発に対する要請が強い

課題で、実用化に直接結びつく研究を重点的に実施している。

４．森林林業研究所と現在の体制

平成１３年４月１日の機構改革により、農林水産関係の総合的な研究開発を推進するため、各試験研究

機関を統轄する機関として農林水産総合技術センターが設置され、これにより名称が、農林水産総合技

術センターの内部組織としての森林林業研究所と改称された。従来の係・科制から担当制となり、総務

担当、森林環境担当、森林生産担当、木材利用担当、専門技術員の４担当専門技術員制となった。

森林林業研究所組織図
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１）組 織

２）人員配置
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５．施設等の現況

１）土 地

２）建 物

ア 建物一覧表
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イ 施設配置図
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ウ 本館見取図

３）樹 木 園

当研究所の樹木園は、昭和２９年の林業指導所発足と

同時に造成され、当初、６９科、３２９種に及ぶ樹種が植

栽された。

現在は園内面積１．３０ha 内に、６３科、２２１種（国内産

樹種１２６種、外国産樹種７１種、園芸品種２４種）の樹木

が成立している。

この樹木園は、樹種の特性や病虫害調査等の試験研

究に利用するとともに、森林浴を楽しんだり樹木につ

いての知識を持ってもらうことをねらいに、県民に開

放している。 近所の幼稚園の園内散策

―１３―



樹木園樹種一覧表
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注）●国内産樹種、○外国産樹種、

◇園芸品種

引用文献

佐藤尚史：林業総合技術センター樹木園の樹木

リスト、徳島県林業総合技術センター 業務年

報、（１９９７）
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６．和食試験林

１）所 在 地

徳島県那賀郡鷲敷町大字和食郷字南川５９０の１，２，４８，５３～５８

２）面 積

６１．８６ha

３）概 況

和食試験林は、明治３８年以来県有林として保育管理されていたが、昭和４０年に総合試験林として当所

へ移管された。その後、各種の実用化試験林、見本林及び検定林を設置し、試験研究の場として使用す

るとともに、同時に施設整備も図り、昭和５４年には「青少年の森」がオープン、また、平成３年には生

活環境保全林が整備され、現在では森林・林業の学習の場及び保健休養の場など、多目的に広く県民に

利用されている。

和食試験林
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４）試験林内訳

ア 採種穂園

試験林事務所（手前）と森林学習館 高校生の森林林業教育
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イ 検定林

ウ 展示林・見本林
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エ 試験林

５）樹種別・齢級別面積
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